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第 2 章 評価の実施方針 

 

2-1 評価の背景と目的 

ペルーは，太平洋に面する南米の中規模国家である。外交面では，最大の貿易相手

国である米国との関係を重視しつつ，外交多角化の観点から欧州連合（EU: European 

Union）・アジアとの関係強化にも努めている。最近ではアジアの成長とアメリカ大陸諸

国との連携を重視しており，2008 年にはアジア太平洋経済協力（APEC: Asia-Pacific 

Economic Cooperation）議長国を務め，2010 年には環太平洋戦略的連携経済協定

（TPP: Trans-Pacific Strategic Economic Partnership Agreement）の交渉にも参加し

ている。 

日本との関係においては，1899 年に南米初の日系人が移住して以来，現在日本お

よびペルーには推計 9 万人の日系人・日本人移住者が居住しており，伝統的に友好な

関係を有しているといえる。自由主義的価値観の共有や南米地域の政治的安定の観

点からも，相互の協力関係が益々重要となっている。また経済的にも，ペルーは天然の

漁場と，銅・亜鉛・銀・金・天然ガス・石油など豊かな天然資源を有し，日本にとって資源

の安定的な確保の点からもペルーの安定と発展は重要な意義がある。日本とは 2011

年に経済連携協定（EPA: Economic Partnership Agreement）を締結している。 

経済的には，1990 年代のフジモリ政権以降，自由開放的な経済政策を採り，その効

果もあって，2002 年以降南米の中でも高い成長を続けている。2008 年の財政危機以

前の 2002 年から 2008 年には，年率 4～9％程度の経済成長を記録している。ペルー

の 2009 年度の１人当たり国民所得（GNI: Gross National Income）は 4,356 ドル3であ

り，2010 年からは中進国に分類されている4。しかし全国的な貧困状況が改善されてい

る一方で，こうした経済成長の恩恵を受けられていない人も多く，地方ではいまだに貧

困率が 50％を超え，依然として地域格差・貧困対策が重点課題となっている。 

日本はペルーに対し，これまで無償資金協力，有償資金協力，技術協力および草の

根・人間の安全保障無償資金協力の各分野で支援を行ってきたものの，ペルーの経済

成長に伴い 1999 年からは援助の重点を有償資金協力へ移している5。こうした観点か

ら，日本は 2000 年 8 月に対ペルー国別援助計画を策定し，「貧困対策」，「社会セクタ

ー支援」，「経済基盤整備」，および「環境保全」を重点方針として，ペルーの経済発展を

援助していくこととしている。なお今後は，2010 年のペルーの中進国入りにより，有償

資金協力資金ではさらに支援分野を「防災災害対策」・「環境」・「格差是正支援」・「人材

育成支援」の 4 つへ絞り込みつつある6。 

                                            
3
 World Bank, “World Development Indicators” (http://data.worldbank.org/country/peru) 

4
 外務省『ODA 国別データブック 2010 年版』。国際協力機構（JICA）の 2011 年度の所得分類では，

2009 年の一人当たり GNI が 3,946 ドル以上 6,885 ドル以下の国が中進国と定義されている。 
5
 対ペルー国別援助計画（2000 年策定）。 

6
 外務省・財務省・経済産業省「円借款制度の改善について」，2007 年 3 月。

(http://www.jica.go.jp/press/archives/jbic/autocontents/japanese/news/2007/000064/release.pdf) 

http://data.worldbank.org/country/peru
http://www.jica.go.jp/press/archives/jbic/autocontents/japanese/news/2007/000064/release.pdf
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近年，政府開発援助（ODA: Official Development Assistance）を取り巻く環境は国

際的にも国内的にも大きく変化してきている。2010 年 6 月より外務省にて「ODA のあり

方に関する検討」が行われ，これからの ODA には，（i）より戦略的・効果的な援助の実

施，（ii）国民の強力な理解と支持，（iii）開発課題に対応するために必要な資金の確保

が必要である，との結果が同年 6 月「開かれた国益の増進－世界の人々と共に生き，

平和と繁栄をつくる－」にとりまとめられた。この検討により，従来の国別援助計画に代

わり，今後は国別援助方針が順次作成される見通しである。対ペルー国別援助方針の

策定は 2012 年に予定されていることから，「開かれた国益の増進」の検討結果を踏ま

え，このタイミングでこれまでの日本の対ペルー援助政策の成果を確認し，今後の援助

の在り方を考えるうえで参考となるような教訓や提言をとりまとめることには意義があ

る。 

本評価は，このような日本の援助の状況を踏まえ，以下の目的により行われた。 

1．これまでの日本の対ペルー援助政策を全般的に評価し，今後の援助政策立案お

よび援助の効果的・効率的な実施に資するための教訓や提言を得て，対ペルー

援助政策に反映させること 

2．評価結果を公表することを通じて国民への説明責任を果たすとともに，ペルーお

よび関係国政府・機関関係者や他ドナーにフィードバックすることで，これら政府・

機関の日本の ODA への理解促進に役立てること 

3. 中南米地域に対する援助の在り方や，ペルーのように一般プロジェクト無償を卒

業した国への支援の在り方，日本が主要ドナーでは無い国における援助の在り方

などに係る教訓を導き出すことで，類似の国・地域における援助政策に生かすこと 

4.「ODA のあり方に関する検討」最終とりまとめ（2010 年 6 月）に基づき，評価を通じ

た ODA の改善や「見える化」の促進に寄与すること 

 

2-2 評価の対象 

本評価では，日本の対ペルー援助政策全般を対象とし，過去 10 年間（2000～2010

年度）を評価分析の対象期間の中心とした。外交上の評価については，日本の外務省

が公表している対ペルー外交に関する各種文書，要人往来時の要人による発言，日

本・ペルー関係に精通した日本およびペルーの政府関係者，および識者，報道関係者

などへの聞き取り調査で得た情報を検証・分析した。また，開発援助の評価では，この

間の同政策の下に計画・実施された援助事業，すなわち 2000 年度以降に開始された

有償資金協力，無償資金協力，技術協力のレビューを行った。 
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2-3 評価の実施方法 

2-3-1 評価の分析方法と枠組み 

本評価の分析作業においては，外務省「ODA 評価ガイドライン（第 6 版）」（2011 年 4

月）を踏まえ，最初に政策目標を整理した上で，「外交の手段としての援助」，「政策の

妥当性」，「結果の有効性」，「プロセスの適切性」の 4 つの視点から評価を行った。本年

度は報告書の読みやすさを考慮し，試行的に開発援助の評価結果についてレーティン

グを行った（添付資料 2）。具体的には，以下の分析・評価を行った。 

 

１． 外交上の評価 

「日本の外交理念においてペルーおよび対ペルー援助が重要であったか，また対ペル

ー援助がニ国間外交関係へ効果をもたらしたか」という視点から，ペルーとの外交的重

要性，日本の外交理念におけるペルーの戦略的位置付けについて検証し，ニ国間外交

へ効果について分析した。 

 

2．政策目標の整理 

評価の対象範囲を定めるために，政策目標の体系的整理を行った。ペルーに関して

は，2000 年 8 月に対ペルー国別援助計画が策定されたが，これは現在に至るまで改

定されていない。国内調査時の当時を知る関係者へのインタビューにより，政策の実施

レベルにおいては，2006 年のガルシア前大統領への政権移行に伴い援助政策の見直

しが行われ，その際，援助重点分野が一部統合されたことがわかった。このため，統合

後の援助重点分野に基づいて対ペルー援助政策の目標体系図（第 5 章図 5-2）を作成

した。なお，この目標体系図の援助重点分野は，過去 10 年間の対ペルー援助重点分

野と一致していることが，国内・現地調査において確認されている。 

 

3．政策の妥当性 

「日本の対ペルー援助政策の目指す方向が妥当であったか」という視点から，目標体

系図に示された援助政策が，（1）ペルーの開発ニーズ，（2）日本の上位政策（ODA 大

綱，ODA 中期政策），（3）国際的な優先課題（ミレニアム開発目標（MDGs: Millennium 

Development Goals）など），（4）他ドナー支援および日本の比較優位性と整合・調和し

ているかについて検証を行った。 

 

4．結果の有効性 

「日本の対ペルー援助政策と援助活動の結果，設定された目標および重点分野がど

の程度達成されたか」という視点から，日本の援助の目標および各重点分野における

関連指標の特定・把握と日本の支援による投入および成果を整理し，分析を行った。た

だし，日本の援助目標や重点分野において定量的な目標値は設定されておらず，目標
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達成度を目標値と実績値の比較から判断することは不可能であるとともに，時系列変

化に対して日本の援助がもたらした貢献度を厳密に測定することはきわめて困難であ

ることから，日本の援助の直接的インパクトを採り上げると同時に，日本およびペルー

における関係者へのインタビューから得られる定性的な情報も十分活用した上で，有効

性を総合的に判断した。 

 

5．プロセスの適切性 

「日本の対ペルー援助政策の妥当性や結果の有効性を確保するために採用された

プロセスが適切であったか」という視点から，援助政策の策定および実施プロセスに関

する日本側およびペルー側の体制や意思決定プロセスを確認し，プロセスの明確性，

情報収集・分析体制，関係者との連携・情報共有，ペルー側の主体性確保，さらに広報

体制などの点から適切性の検証を行った。 

 

2-3-2 評価の実施手順 

本評価は 2011 年 6 月から 2012 年 2 月までを調査期間として行われた。また，その

間，外務省関係各課・室および国際協力機構（JICA：Japan International Cooperation 

Agency）関係者をメンバーとする 4 回の検討会が実施された。本評価の具体的な作業

手順は以下のとおりである。 

 

1． 評価実施計画の策定 

評価チームは，評価主任の指揮・監督の下で，外務省や JICA などの関係機関・部局

と協議を行い，評価の目的，対象，基準，作業スケジュールを含む評価の実施計画案

を策定し，第 1 回検討会において関係機関・部局に報告した。また，上記の評価分析の

4 つの視点に基づき検証を実施する際の具体的な評価項目，評価指標，情報収集方法

などをまとめた評価の枠組み（表 2-1）を作成し，関係者の合意を得た。 

 

2． 国内文献・インタビュー調査 

策定した実施計画に沿って，国内における情報収集を実施した。具体的には，日本

や他ドナーの対ペルー援助動向，ペルーの社会・経済情報や統計データ，日本の外務

省が公表している対ペルー外交に関する各種文書，要人往来時の要人による発言など

について文献調査を行うとともに，外務省および実施機関関係各課，日本・ペルー関係

に精通した日本およびペルーの政府関係者，および識者，報道関係者などへのインタ

ビューを実施した。 

 

3． 現地調査 

国内文献・インタビュー調査の結果を踏まえ，2011 年 10 月 8 日から 10 月 23 日の
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日程で現地調査を実施した。現地調査では，リマ，クスコ，ピウラを訪問し，日本政府関

係機関，民間セクター，ペルー政府機関・協力先団体，政治家，メディア関係者，他ドナ

ー，受益者などへのインタビューおよび一部支援事業のサイト視察を行った。現地調査

日程および具体的な訪問先は添付資料 3 に掲載した。 

 

4． 国内分析・報告書作成 

国内文献・インタビュー調査および現地調査から得られた情報の整理と分析を行った。

評価項目ごとに基準に照らして総合的に評価判定を行うとともに，効果の促進・阻害要

因を抽出し，教訓・提言を導出した。最終的にそれらを報告書としてとりまとめた。 

 

5. セミナーの開催 

国民への説明責任（アカウンタビリティ）をより確実に果たすため，また評価結果をフ

ィードバックするため，報告書概要および要約の公表後，ODA 評価あるいはペルーに

関心のある国民を対象としたセミナーを開催し，評価結果の報告を実施する。 
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表 2-1 評価の枠組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：評価チーム作成 
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支
持

の
度

合
4
.
2
 
中

南
米

地
域

お
よ

び
ア

ン
デ

ス
地

域
に

お
け

る
安

定
化

度
合

お
よ

び
ぺ

ル
ー

の
貢

献
度

合

【
文

献
調

査
】

・
わ

が
国

外
務

省
発

行
の

対
ぺ

ル
ー

外
交

に
関

す
る

各
種

文
書

・
I
M
F
等

が
発

行
す

る
貿

易
統

計
お

よ
び

産
業

統
計

・
研

究
機

関
が

発
行

す
る

ぺ
ル

ー
の

経
済

分
析

報
告

書
・

国
連

お
よ

び
我

が
国

外
務

省
が

発
行

す
る

国
際

会
議

に
関

す
る

統
計

お
よ

び
関

連
資

料
【

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

調
査

】
・

外
務

省
関

係
部

署
等

、
・

在
ぺ

ル
ー

日
本

国
大

使
館

、
・

J
I
C
A
本

部
及

び
在

ぺ
ル

ー
J
I
C
A
事

務
所

、
日

・
ペ

ル
ー

協
、

N
G
O
関

係
者

お
よ

び
必

要
が

あ
れ

ば
ぺ

ル
ー

の
メ

デ
ィ

ア
関

係
者

開
発

援
助

の
評

価 【
妥

当
性

：
相

手
国

の
開

発
ニ

ー
ズ

と
の

整
合

性
】

1
.
 
ぺ

ル
ー

の
国

家
開

発
計

画
及

び
社

会
・

経
済

政
策

等
の

開
発

ニ
ー

ズ
と

整
合

性
を

有
し

て
い

る
か

・
日

本
の

対
ぺ

ル
ー

援
助

政
策

は
「

P
l
a
n
 
P
e
r
u
 
2
0
2
1
」

「
貧

困
克

服
国

家
計

画
（

P
N
S
P
)
」

等
の

同
国

の
開

発
計

画
、

省
庁

別
政

策
、

社
会

・
経

済
政

策
と

ど
の

程
度

整
合

性
を

有
し

て
い

る
か

1
.
1
 
ぺ

ル
ー

政
府

が
重

視
し

て
き

た
主

要
社

会
指

標
項

目
1
.
2
 
ぺ

ル
ー

政
府

が
重

視
し

て
き

た
主

要
経

済
指

標
項

目
1
.
3
 
開

発
ニ

ー
ズ

に
関

す
る

ぺ
ル

ー
政

府
の

認
識

と
重

点
（

分
野

、
地

域
、

対
象

層
等

）
の

変
化

1
.
4
 
ぺ

ル
ー

政
府

の
開

発
重

点
以

外
を

対
象

と
す

る
対

ぺ
ル

ー
援

助
政

策
の

有
無

と
そ

の
割

合

【
文

献
調

査
】

・
「

P
l
a
n
 
P
e
r
u
 
2
0
2
1
」

「
貧

困
克

服
国

家
計

画
（

P
N
S
P
)
」

等
【

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

調
査

】
・

ぺ
ル

ー
政

府
省

庁
等

【
妥

当
性

：
日

本
の

上
位

政
策

と
の

整
合

性
】

2
.
 
上

位
目

標
で

あ
る

O
D
A
大

綱
や

中
期

政
策

「
開

か
れ

た
国

益
の

増
進

」
と

整
合

性
を

有
し

て
い

る
か

・
日

本
の

対
ぺ

ル
ー

援
助

政
策

は
、

O
D
A
大

綱
（

新
大

綱
：

2
0
0
3
年

～
）

、
中

期
政

策
、

「
開

か
れ

た
国

益
の

増
進

」
、

対
南

米
政

策
と

ど
の

程
度

整
合

性
を

有
し

て
い

る
か

2
.
1
 
O
D
A
大

綱
、

O
D
A
中

期
政

策
の

理
念

・
原

則
や

「
開

か
れ

た
国

益
の

増
進

」
の

理
念

の
下

で
行

う
開

発
協

力
の

重
点

分
野

と
対

ぺ
ル

ー
援

助
政

策
の

内
容

の
一

致
程

度
2
.
2
 
O
D
A
大

綱
、

O
D
A
中

期
政

策
、

「
開

か
れ

た
国

益
の

増
進

」
の

理
念

の
下

で
行

う
開

発
協

力
の

重
点

分
野

以
外

を
対

象
と

す
る

対
ぺ

ル
ー

援
助

政
策

の
有

無
と

そ
の

割
合

【
文

献
調

査
】

・
O
D
A
大

綱
、

・
O
D
A
中

期
政

策
、

・
「

開
か

れ
た

国
益

」
【

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

調
査

】
・

外
務

省
関

係
部

署
等

【
妥

当
性

：
国

際
的

な
優

先
課

題
と

の
整

合
性

】
3
.
 
国

際
的

な
優

先
課

題
へ

の
対

応
と

整
合

し
矛

盾
が

な
い

か
・

日
本

の
対

ぺ
ル

ー
援

助
政

策
は

、
国

際
的

（
世

界
及

び
地

域
レ

ベ
ル

で
の

）
優

先
課

題
へ

の
対

応
と

照
ら

し
て

ど
の

程
度

整
合

性
を

有
し

て
い

る
か

3
.
1
 
国

際
的

な
優

先
課

題
と

対
ぺ

ル
ー

援
助

政
策

の
内

容
の

一
致

程
度

3
.
2
 
国

際
的

な
優

先
課

題
と

対
ぺ

ル
ー

援
助

政
策

の
内

容
の

不
一

致
・

矛
盾

の
有

無
と

そ
の

割
合

【
文

献
調

査
】

・
ミ

レ
ニ

ア
ム

開
発

目
標

、
・

世
界

開
発

報
告

、
・

他
ド

ナ
ー

関
連

文
書

等
【

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

調
査

】
・

外
務

省
関

係
部

署
等

、
・

在
ぺ

ル
ー

日
本

国
大

使
館

、
・

J
I
C
A
本

部
及

び
在

ぺ
ル

ー
J
I
C
A
事

務
所

、
・

在
ぺ

ル
ー

J
E
T
R
O
事

務
所

、
・

在
ぺ

ル
ー

他
ド

ナ
ー

関
係

者
等

【
戦

略
的

選
択

性
：

他
ド

ナ
ー

の
支

援
と

の
整

合
性

・
相

互
補

完
性

】
4
.
 
対

ぺ
ル

ー
援

助
政

策
は

他
ド

ナ
ー

の
支

援
内

容
と

調
和

の
と

れ
た

も
の

が
選

択
さ

れ
て

い
る

か
（

い
た

か
）

・
主

要
ド

ナ
ー

／
国

際
機

関
の

援
助

政
策

と
わ

が
国

の
政

策
と

に
は

相
違

点
／

共
通

点
な

ど
が

あ
る

か
・

日
本

の
対

ぺ
ル

ー
援

助
政

策
は

、
他

ド
ナ

ー
の

支
援

内
容

と
ど

の
程

度
整

合
性

・
補

完
性

を
有

し
て

い
る

か

4
.
1
 
他

ド
ナ

ー
の

支
援

内
容

と
わ

が
国

の
対

ぺ
ル

ー
援

助
政

策
に

お
け

る
優

先
事

項
の

一
致

程
度

4
.
2
 
他

ド
ナ

ー
の

支
援

内
容

と
わ

が
国

の
対

ぺ
ル

ー
援

助
政

策
の

相
違

点
の

有
無

4
.
3
 
他

ド
ナ

ー
の

支
援

内
容

と
わ

が
国

の
対

ぺ
ル

ー
援

助
政

策
の

調
和

・
有

効
性

を
阻

害
す

る
支

援
の

空
白

の
有

無

【
文

献
調

査
】

・
各

ド
ナ

ー
の

対
ぺ

ル
ー

援
助

方
針

【
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
調

査
】

・
外

務
省

関
係

部
署

等
、

在
ぺ

ル
ー

日
本

国
大

使
館

、
・

J
I
C
A
本

部
及

び
在

ぺ
ル

ー
J
I
C
A
事

務
所

、
・

在
ぺ

ル
ー

J
E
T
R
O
事

務
所

、
・

在
ぺ

ル
ー

他
ド

ナ
ー

関
係

者
等

【
戦

略
的

選
択

性
：

日
本

の
比

較
優

位
性

】
5
.
 
対

ぺ
ル

ー
援

助
政

策
は

日
本

の
援

助
の

比
較

優
位

を
考

慮
し

て
選

択
さ

れ
て

い
る

か
（

い
た

か
）

・
日

本
の

対
ぺ

ル
ー

援
助

政
策

は
、

日
本

の
援

助
政

策
の

比
較

優
位

・
比

較
劣

位
を

考
慮

し
た

う
え

で
選

択
さ

れ
て

い
た

か
・

日
本

の
対

ぺ
ル

ー
援

助
政

策
は

、
他

ド
ナ

ー
の

援
助

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

効
果

的
に

利
用

す
る

（
レ

バ
レ

ッ
ジ

を
効

か
す

）
こ

と
を

考
慮

し
て

策
定

さ
れ

て
い

る
か

4
.
1
 
わ

が
国

の
対

ぺ
ル

ー
援

助
政

策
に

お
け

る
S
W
O
T
分

析
お

よ
び

そ
れ

に
類

す
る

議
論

の
有

無
4
.
2
 
わ

が
国

の
対

ぺ
ル

ー
援

助
政

策
の

比
較

優
位

・
比

較
劣

位
の

特
定

結
果

の
有

無
4
.
3
 
我

が
国

の
対

ぺ
ル

ー
援

助
政

策
の

レ
バ

レ
ッ

ジ
の

事
例

の
有

無

【
文

献
調

査
】

・
各

ド
ナ

ー
の

対
ぺ

ル
ー

援
助

方
針

【
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
調

査
】

・
外

務
省

関
係

部
署

等
、

・
在

ぺ
ル

ー
日

本
国

大
使

館
、

・
J
I
C
A
本

部
及

び
在

ぺ
ル

ー
J
I
C
A
事

務
所

、
・

在
ぺ

ル
ー

J
E
T
R
O
事

務
所

、
・

在
ぺ

ル
ー

他
ド

ナ
ー

関
係

者
等

【
目

的
の

達
成

度
】

1
.
 
対

ぺ
ル

ー
援

助
政

策
と

そ
の

実
施

は
、

日
本

の
対

ぺ
ル

ー
援

助
の

目
的

に
対

し
有

効
で

あ
っ

た
か

・
個

別
援

助
活

動
は

「
ペ

ル
ー

の
貧

困
撲

滅
、

イ
ン

フ
ラ

整
備

、
環

境
対

策
」

に
ど

の
よ

う
に

貢
献

し
、

ど
の

程
度

効
果

的
で

あ
っ

た
か

-
 
個

別
援

助
活

動
が

上
記

目
的

の
進

展
程

度
・

ス
ピ

ー
ド

に
及

ぼ
し

た
影

響
（

波
及

効
果

）
-
 
個

別
援

助
活

動
が

ぺ
ル

ー
政

府
や

他
ド

ナ
ー

の
目

的
達

成
へ

の
意

思
・

取
組

み
に

及
ぼ

し
た

影
響

-
 
個

別
援

助
活

動
へ

の
投

入
量

か
ら

見
た

貢
献

度

1
.
1
 
「

貧
困

撲
滅

、
イ

ン
フ

ラ
整

備
、

環
境

対
策

」
の

進
展

程
度

【
文

献
調

査
】

・
ぺ

ル
ー

政
府

統
計

書
、

・
援

助
機

関
報

告
書

等
【

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

調
査

】
・

外
務

省
関

係
部

署
等

、
・

在
ぺ

ル
ー

日
本

国
大

使
館

、
・

J
I
C
A
本

部
及

び
在

ぺ
ル

ー
J
I
C
A
事

務
所

、
・

在
ぺ

ル
ー

J
E
T
R
O
事

務
所

、
・

在
ぺ

ル
ー

他
ド

ナ
ー

関
係

者
等

【
当

初
設

定
さ

れ
た

重
点

セ
ク

タ
ー

課
題

の
克

服
度

】
2
.
 
対

ぺ
ル

ー
援

助
政

策
と

そ
の

実
施

は
、

日
本

の
対

ぺ
ル

ー
援

助
の

重
点

課
題

に
対

し
有

効
で

あ
っ

た
か

・
個

別
援

助
活

動
は

、
重

点
分

野
（

①
貧

困
削

減
・

格
差

是
正

、
②

持
続

的
発

展
の

た
め

の
経

済
社

会
基

盤
整

備
、

③
地

球
規

模
問

題
へ

の
対

処
に

つ
い

て
、

ど
の

程
度

有
効

で
あ

っ
た

か
-
 
個

別
援

助
活

動
が

当
該

分
野

全
体

の
課

題
改

善
程

度
・

ス
ピ

ー
ド

に
及

ぼ
し

た
影

響
（

波
及

効
果

）
-
 
個

別
援

助
活

動
が

ぺ
ル

ー
政

府
や

他
ド

ナ
ー

の
課

題
解

決
へ

の
意

思
・

取
組

み
に

及
ぼ

し
た

影
響

-
 
個

別
援

助
活

動
へ

の
投

入
量

か
ら

見
た

貢
献

度

2
.
1
 
山

岳
地

域
貧

困
の

改
善

程
度

2
.
2
 
水

供
給

及
び

衛
生

の
改

善
程

度
2
.
3
 
社

会
的

格
差

是
正

の
進

展
程

度
2
.
4
 
経

済
活

性
化

の
進

展
程

度
2
.
5
 
農

業
生

産
の

安
定

・
競

争
力

の
進

展
程

度
2
.
6
 
水

産
業

分
野

の
振

興
程

度
2
.
7
 
環

境
保

全
の

進
展

程
度

2
.
8
 
防

災
・

災
害

復
興

支
援

の
進

展
程

度

【
文

献
調

査
】

・
個

別
の

案
件

報
告

書
、

・
各

種
の

評
価

報
告

書
、

・
ぺ

ル
ー

政
府

統
計

書
、

・
国

際
機

関
統

計
書

【
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
調

査
】

・
在

ぺ
ル

ー
日

本
国

大
使

館
、

・
在

ぺ
ル

ー
J
I
C
A
事

務
所

、
・

在
ぺ

ル
ー

J
E
T
R
O
事

務
所

、
・

在
ぺ

ル
ー

日
系

企
業

、
・

ぺ
ル

ー
政

府
省

庁
他

関
係

機
関

、
・

在
ぺ

ル
ー

他
ド

ナ
ー

関
係

者
等

【
策

定
プ

ロ
セ

ス
の

効
率

性
】

1
.
 
対

ぺ
ル

ー
援

助
政

策
は

、
適

切
か

つ
効

率
的

な
プ

ロ
セ

ス
に

よ
り

策
定

さ
れ

た
か

・
日

本
の

対
ぺ

ル
ー

援
助

政
策

は
、

日
本

側
関

係
者

の
十

分
な

情
報

分
析

を
踏

ま
え

て
策

定
さ

れ
た

か
・

日
本

の
対

ぺ
ル

ー
援

助
政

策
は

、
ぺ

ル
ー

政
府

関
係

者
の

十
分

な
合

意
と

理
解

の
も

と
策

定
さ

れ
た

か
・

日
本

の
対

ぺ
ル

ー
援

助
政

策
は

、
適

切
な

意
思

決
定

プ
ロ

セ
ス

に
従

っ
て

策
定

さ
れ

た
か

1
.
1
 
援

助
政

策
策

定
ま

で
に

収
集

・
分

析
さ

れ
た

情
報

の
質

と
量

1
.
2
 
援

助
政

策
策

定
ま

で
の

両
国

の
関

係
者

間
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

良
好

さ
の

程
度

1
.
3
 
援

助
政

策
策

定
・

改
定

に
お

け
る

実
施

体
制

の
妥

当
性

お
よ

び
充

実
程

度

【
文

献
調

査
】

・
各

種
の

評
価

報
告

書
、

・
関

係
者

の
ミ

ー
テ

ィ
ン

グ
議

事
録

、
・

研
究

報
告

書
等 【

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

調
査

】
・

在
ぺ

ル
ー

日
本

国
大

使
館

、
・

在
ぺ

ル
ー

J
I
C
A
事

務
所

・
在

ぺ
ル

ー
J
E
T
R
O
事

務
所

、
・

ぺ
ル

ー
政

府
省

庁
他

関
係

機
関

・
在

ぺ
ル

ー
他

ド
ナ

ー
関

係
者

【
実

施
プ

ロ
セ

ス
の

効
率

性
】

2
.
 
対

ぺ
ル

ー
援

助
政

策
は

、
適

切
か

つ
効

率
的

な
プ

ロ
セ

ス
に

よ
り

実
施

さ
れ

た
か

・
案

件
実

施
ま

で
の

形
成

プ
ロ

セ
ス

が
明

確
化

さ
れ

、
両

国
で

共
有

さ
れ

て
い

る
か

案
件

の
実

施
過

程
を

把
握

す
る

シ
ス

テ
ム

は
構

築
さ

れ
て

い
た

か
・

ぺ
ル

ー
側

の
主

体
性

が
確

保
さ

れ
た

形
で

案
件

の
形

成
、

選
択

が
行

わ
れ

て
き

た
か

・
他

ド
ナ

ー
や

現
地

N
G
O
と

の
連

携
に

よ
る

案
件

形
成

、
実

施
は

ど
の

よ
う

に
行

わ
れ

、
そ

れ
が

日
本

の
援

助
を

効
果

的
、

効
率

的
に

実
施

す
る

上
で

ど
の

程
度

適
切

で
あ

っ
た

か
・

投
入

（
イ

ン
プ

ッ
ト

）
と

活
動

結
果

（
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
）

の
関

係
を

把
握

し
て

、
計

画
と

の
比

較
や

他
ド

ナ
ー

や
政

府
の

実
践

（
ベ

ン
チ

マ
ー

ク
）

と
比

較
し

て
効

率
的

だ
っ

た
と

言
え

る
か

2
.
1
 
政

策
を

案
件

と
し

て
形

成
す

る
プ

ロ
セ

ス
の

明
確

さ
と

関
係

者
の

周
知

程
度

2
.
2
 
案

件
形

成
・

実
施

に
お

け
る

両
国

の
関

係
者

間
の

ｺ
ﾐ
ｭ
ﾆ
ｹ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
の

良
好

さ
の

程
度

2
.
3
 
相

手
国

の
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ

の
高

さ
2
.
4
 
他

ド
ナ

ー
・

国
際

機
関

・
N
G
O
と

の
連

携
、

協
調

性
の

有
無

・
程

度
2
.
5
 
ス

キ
ー

ム
間

の
連

携
の

有
無

・
程

度
2
.
6
 
投

入
資

源
（

金
額

、
専

門
家

人
数

等
）

と
活

動
結

果
（

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

）
の

比
率

お
よ

び
ベ

ン
チ

マ
ー

ク
と

の
比

較
（

可
能

な
限

り
数

量
的

な
情

報
を

収
集

す
る

）

【
文

献
調

査
】

・
個

別
の

案
件

実
施

報
告

書
、

・
各

種
の

評
価

報
告

書
等

【
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
調

査
・

視
察

】
・

在
ぺ

ル
ー

日
本

国
大

使
館

、
・

在
ぺ

ル
ー

J
I
C
A
事

務
所

、
・

ぺ
ル

ー
政

府
省

庁
（

案
件

実
施

省
庁

の
案

件
担

当
部

署
）

、
・

在
ぺ

ル
ー

他
ド

ナ
ー

関
係

者
、

・
国

内
N
G
O
・

在
ぺ

ル
ー

N
G
O
等

政 策 の 妥 当 性 結 果 の 有 効 性 プ ロ セ ス の 適 切 性
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2-4 評価実施上の制約 

本評価を実施するに当たっては，まず「結果の有効性」の分析・評価作業の過程にお

いて，以下の制約が認識された。2-3-1 で述べたとおり，日本の援助目標や重点分野に

おいて定量的な目標値や指標は設定されておらず，目標達成度を目標値と実績値の

比較から判断することは不可能であった。また，特定分野や課題に対して日本とともに

他ドナーやペルー政府による支援や開発が行われている場合に，日本のみの援助効

果を抽出してその貢献度を厳密に測定することはきわめて困難である。こうした状況を

鑑みて，結果の有効性の検証に当たっては，日本およびペルーにおける関係者へのイ

ンタビューから得られる定性的な情報を十分活用した上で，有効性を総合的に判断し

た。 

また，「プロセスの適切性」の検証作業においても制約があった。具体的には評価チ

ームがインタビューを行った日本側の関係政府機関の現在の担当者は，評価対象期間

である 2000～2010 年度当時にこれらの機関において実際に日本の援助政策の策定

過程に関与した人物では無い場合が多かったことから，検証作業は基本的に入手可能

な当時の文書・資料および現担当者からの聴き取りに依拠している。したがって，たとえ

ば記録として残されている規則・手続の範囲を超える運用面での当時の問題点や課題

の所在という点では，本評価において十分明らかにされていない可能性がある。 

 

2-5 評価の実施体制 

本調査は，評価主任，アドバイザー，および補助業務従事者としてコンサルタントから

構成される評価チームによって実施された。チームメンバーは以下のとおりである。 

評価主任 松本 哲男 名古屋大学名誉教授 

アドバイザー 村上 勇介 京都大学地域研究統合情報センター准教授 

 

コンサルタント シーク 美実 （株）国際開発センター 主任研究員 

  長谷川 祐輔 （株）国際開発センター 研究員 

  塩川 恵依子 （株）国際開発センター 研究員 

ﾍﾟﾃﾞﾚｽﾁ・ﾒﾘｯｻ （一財）国際開発センター 研究員 

 

また，現地調査には，外務省大臣官房 ODA 評価室から高橋克彰経済協力専門員が

オブザーバーとして参加した。 

 




